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別添３                                                   
 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

総合研究報告書 

  

研究代表者 柏原直樹 川崎医科大学 学長付特任教授 

 

研究要旨 
本研究班は、平成30年に公表された「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の更なる推進を目指して
～」の趣旨を踏まえ、慢性腎臓病（CKD）の早期発見・診断、適切な医療提供体制の整備、診療水準の
均霑化、人材育成、研究推進を通じて、腎疾患対策の社会実装を目指してきた。令和元年度からの政
策研究班による取り組みを継承・発展させ、普及啓発資材の開発や診療連携体制のモデル化、移行期
医療や高齢CKD患者への対応、さらには国際的な診療実態との比較や人材育成にも注力した。 
本研究においては、各都道府県・市町村の実情をふまえた具体的な課題抽出と、それに対応する施

策の立案・評価を通じて、PDCAサイクルによる継続的な腎疾患対策の強化を図ってきた。また、診療
報酬制度や保険診療の実態と照らし合わせた提言も行い、CKD診療の質的向上と均霑化を支えるための
環境整備にも取り組んだ。 
今後も本研究の成果を広く発信し、各地の実践活動や政策形成に役立てていただくことで、日本全

体のCKD対策の進展を後押しするとともに、慢性腎臓病の重症化予防、患者のQOL向上、そして最終的

には腎臓病の克服を目指して、着実な一歩を積み重ねていきたいと考えている。 
 
研究分担者 
岡田浩一   埼玉医科大学 教授 
南学正臣  東京大学 教授 
要 伸也  杏林大学 客員教授 
向山政志   熊本大学 特定研究員 
山縣邦弘   筑波大学 教授 
和田 淳   岡山大学 教授 
猪阪善隆  大阪大学 教授 
田村功一   横浜市立大学 主任教授 
服部元史   東京女子医科大学病院 非常勤嘱託 
酒井 謙   東邦大学 教授 
今田恒夫 山形大学 教授 
旭 浩一   岩手医科大学 教授 
深水 圭 久留米大学 教授 
横尾 隆 東京慈恵会医科大学 教授 
森下義幸   自治医科大学 教授 
古波蔵健太郎 琉球大学 教授 
今澤俊之   千葉東病院 統括診療部長 
上條祐司   信州大学 診療教授 
西山 成 香川大学 教授 
石倉健司   北里大学 教授 
内田治仁   岡山大学 教授 
中川直樹   旭川医科大学 教授 
和田健彦 虎の門病院 部長  
福間真悟 広島大学 教授 
福井 亮   東京慈恵会医科大学 講師 
祖父江理   香川大学 講師 
後藤 眞 新潟大学 准教授 
成田一衛   新潟大学 教授（在任時） 
伊藤孝史 島根大学 准教授（在任時） 
 
Ａ．研究目的 
 

本邦の腎疾患対策をさらに推進するために、平

成 29年 12月より、厚生労働省健康局「腎疾患対

策検討会」において検討が重ねられた。平成 30

年 7月「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の

更なる推進を目指して～」が、全国自治体、関係

団体に広く発出された。 

同報告書には「慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・

継続することにより、CKD重症化予防を徹底する

とともに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を

含む）の QOLの維持向上を図る」ことを目標とし

て、「普及啓発」、「地域における医療提供体制の

整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開

発の推進」の５本柱に実施すべき取組が整理され

た。また、2028 年までに年間新規透析導入患者数

を 35,000人以下に減少させるという成果目標

（KPI）も設定された。 

本研究では、同報告書の 5課題実現・社会実装

のための具体的な計画・方法の立案、評価・進捗

管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を

評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案の PDCA

サイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する

体制を構築することを目的とする。これにより

１）CKD重症化を防止し、新規透析導入患者を減

少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎

移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る体制を

構築する。 

令和元年～3年、厚生労働省政策研究班「腎疾

患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ

び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研

究に取り組んで来た。本研究はこれをさらに推し

進めるものである。具体的には、以下に取り組

む。 
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1．普及、啓発： 

（1）普及啓発資材の開発 

 国民、医療者を対象にCKD早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価、普及啓発活動の評価 

 普及、均霑化を阻害する要因を抽出し、解決策を

考案する 。 

 普及啓発活動の実施数、CKDの重要性の認知度の

評価を都道府県、市町村レベルで実施する。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制

構築を推進する。各地の診療連携体制構築の

実態を調査、把握する。 

(2) 好事例横展開：連携体制構築の先進好事例を

把握し、モデルとして定式化し、横展開を図

る。地域の医療資源に最適化した連携モデル

を図示化し、提示する。都市部モデル、地域

モデル等。連携体制構築未実施地域において

も、連携体制構築に着手できるようにマニュ

アル的な手順書を作成する。 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態

を調査する。各地の行政、「保健活動を考える

自主的研究会」等と連携して調査を実施する。 

 

3．診療水準の向上 

(1)移行期医療（トランジション） 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する

実態把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度

本研究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガ

イド―IgA腎症・微小変化型ネフローゼ症候群

―」（2019年度「難治性腎障害に関する調査研

究」成果） 

(2)高齢CKD患者、透析・移植後患者のQOL維持向

上 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言

を作成する。R３年度中のAMED事業として、高

齢腎不全患者を対象としたCKMガイドが作成さ

れた。このガイドの普及も図る。 

(3)難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班

との連携 

(4)尿中アルブミンの測定診療報酬化 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖

尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量

アルブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期

又は第２期）に対して行った場合に、３か月に

１回に限り」算定できる。しかし諸外国では、

CKD全般で測定可能である。CKDの定義、重

症度分類も国際的にはUAEでなされるが、本

邦では、UAEの代替として尿中蛋白排泄量（U
PE）を採用せざるを得ない。CKD診療実態の

国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおいて

もUAEが測定できる環境にする必要がある。U
AE測定の意義を整理（文献的考察）、費用対効

果分析等を実施し、UAE測定の保険収載をめ

ざす。 
 

4．人材育成 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を

育成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を

図る。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1)AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化

が把握できる環境を整備する。 

(2)海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

(3)疫学調査 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDBデー

タ等の複数のソースを解析して、CKDの有病率を

測定する。同一方法でCKD有病率の経年変化を解

析しうる基板を構築する。 

 

6．情報発信、広報 

研究班の成果を HP 等で効率よく、発信できる

基盤を整備する。 
 
Ｂ．研究方法 
1．普及、啓発 

医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行いより多くの人が腎疾患

対策を実践する体制を構築することを目標とする。 

（1）普及啓発資材の開発  ○中川、内田、今澤、

協力者 桒原（熊本大学）、長洲（川崎医科大学） 

  CKD早期発見、受診勧奨に資する資材を対象者

（市民、患者、医療者）に応じて作成する。 

対象者（医療関係者、行政担当者、患者・家族）

に応じた適切な資材を作成する。 

  市民を対象としたCKD（検尿、eGFR測定）啓発

資材（チラシ、動画等）を作成してきた。また全

国の啓発イベントで活用できるCKD理解の普及を

目的としたクイズパネルも作成している。また全

国の市民公開講座等で使用する共通のPowerPoin

t一式を作成して利用可能とする。 

（2）地域における普及啓発活動の評価 ○福井 

  地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）

の実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベ

ルで実施する。2019年度から開始した全国の実施

状況の調査を継続し、経年的な変化を評価する。
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日本腎臓病協会の都道府県代表に対するアンケ

ート調査など、現場に低負荷で実施可能な方法論

を開発する。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査：○福井 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構

築を推進する。各地の診療連携体制構築の実

態を調査、把握する。 

(2) 好事例共有・横展開：○和田淳、向山、山縣、

森下、古波蔵、上條、後藤 

連携体制構築の先進好事例を把握し、モデル

として定式化し、横展開を図る。地域の医療資源

に最適化した連携モデルを図示化し、提示する。

都市部モデル、地域モデル等。連携体制構築未実

施地域においても、連携体制構築に着手できる

ようにマニュアル的な手順書を作成する。 

NPO法人日本腎臓病協会に設置したCKD対策部

会（J-CKDI）において、全国12ブロック及び各県

の担当者を任命している。各県担当者を中心に

活動実態の把握と効果を評価する。またR6年度

は全ブロックにおいて行政担当者を交えたブロ

ック会議を開催した。 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

○旭  

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態

を調査する。各地の行政、「保健活動を考える自

主的研究会」等と連携して調査を実施する。「C

KDに関する健診判定と対応の分類例」などを参

考にしながら、各々の健診実施機関による保健

指導、受診勧奨を推進する。各地の保健師、行政

との連携を推進する。（1）で記述した各ブロッ

ク単位での会議体でも協議し各地の実情の応じ

た有効な方法で展開する。また糖尿病性腎症重

症化予防プログラムとの連携も一層強化する。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション）○服部、石倉 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する

実態把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度

本研究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガ

イド―IgA腎症・微小変化型ネフローゼ症候群

―」（2019年度「難治性腎障害に関する調査研

究」成果） 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のQOL維持

向上 ○酒井、祖父江 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提

言を作成する。R3年度中のAMED事業として、高

齢腎不全患者を対象としたCKMガイドを作成し、

R4年６月に発刊された。このガイドの普及も図

る。 

・高齢者CKD診療における論点整理  

高齢CKD患者の課題を抽出し、高齢者CKD診療

における論点を整理する。高齢者は、他疾患、

フレイル、認知症等を合併する。個人差も大き

く、高齢者のCKD対策では、個人の状況に合わ

せて、腎不全への進行阻止、QOL維持・向上、要

介護状態への移行阻止等の包括的な対応を提

案する。 

・高齢者腎代替療法のあり方に関しての提言

  

QOLを配慮した高齢者腎代替療法のあり方に

ついて、国内外の実態を調査する。在宅腎代替

療法のあり方についても調査研究する。 

・高齢CKD患者、透析患者及び腎移植患者のQOL

の維持向上 

 全体目標にある、CKD 患者の QOL の向上を

達成するには、CKD 重症化予防のみならず、

様々な合併症予防や、各患者にとって最適な腎

代替療法（血液透析、腹膜透析、 腎移植）の選

択や準備、治療と仕事の両立支援等も重要と考

えられる。論点整理を行い、適切な療法選択の

推進、QOL維持向上に資する提言を行い、ガイ

ドラインへの反映を目指す。2024年度も継続す

る。 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

 ○猪阪 
難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究

班と連携する。同研究班作成のガイドラインの

普及をめざす。 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 ○横尾、

旭、田村、今田 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は

「糖尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって

微量アルブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第

1期又は第2期）に対して行った場合に、3か月

に1回に限り」算定できる。しかし諸外国では、

CKD全般で測定可能である。CKDの定義、重症度

分類も国際的にはUAEでなされるが、本邦では、

UAEの代替として尿中蛋白排泄量（UPE）を採用

せざるを得ない。CKD診療実態の国際比較のた

めにも、非糖尿病CKDにおいてもUAEが測定でき

る環境にする必要がある。UAE測定の意義、費

用対効果分析等を実施し、UAE測定の保険収載

をめざす。 

 

4．人材育成  ○要、和田健彦 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を

育成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を

図る。腎臓病療養指導士による療養指導に対して

診療報酬が付与されること目指して、厚生労働省

と連携して必要な準備を進める。 
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5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究を

とりまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変

化が把握できる環境を整備する。○深水、田村 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RR

T）の実態の調査を行う。○南学、深水 

CKD及びCKD診療体制の国際比較、ESRD・腎代替

療法（RRT）の実態の国際比較、CKDの成因の相違・

特徴、海外のCKD診療体制の調査を行う。ESRD,R

RT（移植を含む）の海外動向についても調査する。

海外のCKD対策成功事例の調査も行う。以下の推

進を図る。 

・関連学会との連携強化によるデータベース間

の連携構築（DKD に関する日本腎臓学会、日本

糖尿病学会の連携のみならず、日本循環器学会

等の心血管疾患の関連学会との 連携も重要で

ある。） 

・研究及び診療への ICT やビッグデータの活用 

・国際共同試験を含めた臨床試験の基盤整備 

・病態解明に基づく効果的な新規治療薬の開発 

・再生・オミックス（ゲノム等）研究の推進 

・腎臓病の基礎研究や国際競争力の基盤強化 

（3）疫学調査  ○猪阪、福間、今田 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB
データ等の複数のソースを解析して、CKD の

有病率を測定する。同一方法で CKD 有病率の

経年変化を解析しうる基盤を構築する。 
 

6．情報発信、広報 ○西山、祖父江 

研究班の成果をHP等で効率よく、発信できる基盤

を整備する。 

 
 
Ｃ．研究結果 

1. 普及、啓発 

(1）普及啓発資材の開発 
１）普及啓発資材活用の実態調査 
＜小児向け＞ 
 R1～3年度までの本研究班では、小児慢性腎臓病
患者向けに、ヘルスリテラシー向上を目的とした啓
発本「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」を作成した。
移行期医療プログラムは12～14歳で始めるのがよ
いことから、本書は小学生高学年から中学生を読者
対象として記述されている。 
 
＜ダウンロード可能CKD普及啓発用動画＞ 
 R1～3年度の研究班では、様々なカテゴリーのデ
ジタルサイネージに動画として放映できるように、
さらに10種類の動画を作成した。これらの動画は、
研究班HP（https://ckd-research.jp/download/）
及び、NPO法人日本腎臓病協会のHP（https://ckd-r
esearch.jp/download/）にアップし、ダウンロード
して利用できるようになっている。 
 
 

 

 
＜YouTubeの活用＞ 
NPO法人日本腎臓病協会では、YouTubeのアカウント
を作成し、CKD普及啓発動画を公開した。 
 

 
＜既存普及啓発資材の調査＞ 

https://ckd-research.jp/download/
https://ckd-research.jp/download/
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２）普及啓発資材の開発 
 以上の既存資材の情報を整理し、以下のコンセプ
トで開発資材の開発を進めた。 

①未病の国民を対象とした CKD啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKD を知らない、CKD ステージ G1/2、20-40

代の未病の国民 

コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKD の認知 

目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診

に行く 

提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 

健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 

CKDにならない生活習慣、等 

手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 

「そうなの？」「なるほどね」 

用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 

 

 

 

②生活習慣病等 CKD リスクを有する国民を対象と

した CKD啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKDリスク（高血圧/糖尿病/メタボ/ 

心臓病/過労・喫煙）がある/何らかの通院をしてい

る/症状なし/40-70代 

コンセプト：CKDとリスク因子の啓発/eGFRの周知 

目指す行動変容：受診する（eGFR 値により専門医

受診）、生活習慣の改善 
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提供する情報：CKDと生活習慣病/CKDリスク因子/ 

eGFR値と行動/CKDの CVDリスク/CKDにならない生

活習慣/重症化の流れ 

手法：リスクのセルフチェック（基礎疾患/生活習

慣）/グラフ・図による訴求 

 

③蛋白尿の重要性を説明する啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：蛋白尿を指摘されたことがある国民  

コンセプト：蛋白尿の啓発/健診受診重要性の周知 

目指す行動変容：蛋白尿を放置せず、受診する（蛋

白尿陽性により専門医受診） 

提供する情報：健診での尿所見のみかた、蛋白尿・

血尿を認める機序（糸球体障害）、蛋白尿を放置し

た場合の危険性（末期腎不全のリスク）、医療機関・

腎臓専門医を受診する目安 

 

 

(2）地域における普及啓発活動の評価 

地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施するため、2019年度から開始した全国の実施状

況の調査を継続し、経年的な変化を評価した。  

【日本腎臓病協会（JKA）の後援数集計】 
JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、 

2020年度は30件、2021年度は110件、2022年度は135
件、2023年度は148件と増加傾向であった。 
 

【アンケート調査結果】 

年度末にアンケート調査をJKAの各都道府県代表、

地区幹事に送付し、前年度の結果との比較をした。 

＜R4＞ 

・2020年度はJKAへの申請アンケート調査の結果も

少なかったが、2021年度には増加している。新型コ

ロナウイルス感染対策をしっかり講じることがで

きるようになったためと考えられる。 

・活動の形態としては、講演会形式のものが増加し

ており、webで開催されたものと思われる。また、

使用した媒体としては、新聞、ラジオ、テレビ、行

政広報などが増加し、各地での工夫が伺える。また、

YouTubeなどの動画サイトやデジタルサイネージの

利用も進んできている。 

・腎臓病療養指導士が参加した普及啓発活動数も

増加し、患者会が参加した普及啓発活動数も増加し

ているが、まだ頻度は低い。認知度の調査の回数は

増えているが、いまだ実施できていない地域も多い。

認知度向上に関してはコロナ禍で十分な活動がで

きていないという意見が多かった。 

＜R5＞ 

・回収数は、47都道府県中37であった。2021年度と

比較した各都道府県におけるCKDの普及啓発活動

の調査をまとめた。 

・JKA未申請分の啓発活動の実施数は144件から255

件に増加していた。活動形態としては、公開講座、

講演会、研修会、街宣活動の形式を問わず増加して

いた。健康フェスタや減塩イベントと連携した好

事例も見られた。使用した媒体としては、新聞、ラ
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ジオ、テレビ、雑誌、行政広報などが増加していた。

また、SNSやYouTubeなどの動画サイトも利用され

ており、各地での工夫が伺えた。 

・腎臓病療養指導士や患者会が参加した普及啓発 

活動数は増加傾向であった。しかし、認知度調査の

回数は減少しており、報告会も含めて実施してい

る地域はさらに限定的であった。 

・対策を進める上での課題として、資金が少ないこ

とやマンパワー不足が増加した。 

＜R6＞ 

・18都府県から、勤労世代（20～50代）を主な啓発

対象とした活動を実施していると回答があった。

勤労世代へのアプローチ方法としては、①企業と

連携した活動、②産業医と連携した活動、③健保組

合等と連携した活動、④健診施設と連携、幼児健診

を活用した活動、⑤オフィス街、繁華街、商業施設

等での活動、⑥ホームページ、アプリを用いた活動

の６つに大別された。 

・各都道府県での普及啓発活動の方針としては、例

年の活動を継続している地域が多いものの、人口

の多い地域（17県）や、活動が不十分・対策が遅れ

ている地域で実施するようにしている地域（11県）

も見られた。 

・持続可能性が高いと考えられる活動事例として

は、常勤専門医がいない地域での、かかりつけ医と

専門医のLINEグループの形成、You Tubeでの啓発

動画の配信、CKDシールの配布、図書館と連携した

活動など、各地での工夫が伺えた。 

・アンケートの回収数をさらに増加させるため、 

2024年度アンケートの回答時に、負荷軽減のため

の前年度の回答の活用方法や、結果の概要の共有

方法等を検討した。 

 

2．診療連携体制構築  

1) 実態調査 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築

を推進するため、普及啓発活動の評価でも使用して

いる、JKAの各都道府県代表、地区幹事を対象とし

た、年度末のアンケート調査を集計し、各地の診療

連携体制構築の実態を把握、調査した。 

【アンケート調査結果】 
＜R4＞  
全国的に診療連携体制構築のための会議体の設置
は増加している。専門医リストの作成は伸びてい
ないが、各地で紹介基準が作成されている。 
エリアでのCKD連携制度も増加しており、特に

市町村で増加が顕著である。連携実績については
把握できていない地域が多く、本アンケートの限
界と思われる。 

行政との連携は良好な地域が多いが、医師会と
の連携が難しい地域も見受けられた。 
多職種連携に関しても、看護師、栄養士、薬剤
師と満遍なくできており、その数も増加してい
る。連携している専門団体であるが、歯科医師会

との連携が伸び悩んでいる。 
個別連携制度の詳細調査では、二次医療圏、市

町村レベルでの増加がみられた。これは郡市区の
行政との連携は増えていることに起因するものと
思われる。連携制度に関する全体的評価では、優
れている、評価できる・適切であるが増加してい
る一方で、やや改善を要するも増加していた。 
＜R5＞ 

・アンケートの回収数は、47都道府県中37であった。

2020/2021年度と比較した各都道府県における診療

連携体制構築に関する調査をまとめた。 

・会議体の設置は増加傾向であり、回答のあったほ

ぼ全ての地域で設置されていた。また、会議体数も

増加傾向であり、特に行政との連携が強いと推測さ

れる都道府県単位のものも着実に増加していた。 

・専門医リスト作成（22件）、紹介基準周知（30件）、

CKD連携制度の有無（28件）については、既に多く

の地域で実施されてはいるものの、2021年度とほぼ

同数であった。また、連携制度数（81件）は、前回

（91件）よりも減少していた。 

・行政（33件）、糖尿病対策（34件）、医師会（33

件）との連携はほぼ全ての地域で構築されていた。

また、歯科医師会（9件）、薬剤師会（19件）、栄養

士会（17件）との連携は地域により差があり、前回

とほぼ同数であった。 

＜R6＞ 

・都道府県単位の会議体は、既に多くの地域で設置

され、2023年度は43都道府県中38に設置されていた。

そのうち、糖尿病関連の会議体が15あった。それら

の会議体での検討内容としては、糖尿病性腎症重症

化予防プログラムの充実やCKD対策との連携（34地

域、北海道は南北を別地域としてカウント）、健診

後の受診勧奨や保健指導の充実（32地域）、腎臓専

門医・腎臓専門医療機関への紹介基準の周知･活用

（30地域）、健診受診率の向上（25地域）などが引

き続き多くの地域で実施されていた。一方で、腎臓

専門医･専門医療機関リストの作成（16地域）、CKD

対策ホームページ（または関連ページとのリンクで

も可）の活用（15地域）、JKAや厚労省研究班が作成

した啓発資材の活用（11地域）等については、未実

施の地域も少なくなかった。 

・市区町村単位の会議体は、43都道府県中29に設置

されており、ほぼ全てで行政と医師会が参加してい

た。それらの会議体によってカバーされる市区町村

数は、27地域中4地域で60%以上に達していた。 

・千葉県や熊本市のようなCKD協力医・連携医の制

度が、山梨県、新潟県、佐賀県、宮城県仙台市、岐

阜県各務原市、滋賀県東近江市、福岡県福岡市、北

九州市、長崎県長崎市、佐世保市、宮崎県都城市、

鹿児島県鹿児島市、沖縄県沖縄市、うるま市等にも

存在していた。 

・回答のあった48地域のCKD対策の実態や方針は、

既存の会議体での活動内容や連携の質の向上を進
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めている（30地域）、CKD対策に関する会議体数の

増加を進めている（15地域）であった。また、腎臓

病療養指導士等のメディカルスタッフの協力を得

て対策を進めている、も23地域あった。 

・メディカルスタッフ、特に腎臓病療養指導士との

連携が求められており、2024年度のアンケートで、

関連事項を調査するための項目案を作成した。 

2) 好事例共有・横展開  

R4年度中に全47都道府県から、「普及啓発」およ

び「診療連携」に対する取り組みのスライド作成を

依頼したところ、全都道府県（北海道は北と南あり、

福岡県は複数あり）が上記2つに対する個別のスラ

イドを作成した。それらのスライドを2班合同ホー

ムページ（https://ckd-research.jp/）にとりまと

めて掲載した。 

 

（図１） 

 
 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）

が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へア

クセスできるようになっている。 

 

（図２） 

 
 

例えば岡山県をクリックすると図３のような形で、

岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関するス

ライドや、診療連携体制構築の取り組みに関する

スライドをいつでもどこからでもダウンロードで

きるようになっている 

 

 

 

 

 

 

（図３） 

 
 

残るすべての都道府県の CKD 対策の現状も同様の

形で閲覧することができることとなった。 

R5年度以降は、この HPの存在およびその内容を

利活用してさらなる CKD 普及啓発を推進し全国展

開するために、今年度は各都道府県での行政関係

者および医療従事者の研修会や、一般住民対象の

普及啓発イベントや市民公開講座などで本 HPの紹

介および情報共有を図った。 

 また、R6 年度は J-CKDI 全国 12 ブロックにおい

て行政担当者を交えたCKD対策の意見交換を開催し

た。現地開催が難しい地域においては Web 開催やハ

イブリッド開催で行うなどし、全ブロックにおいて開

催が可能となった。各地域での取り組みを共有するこ

とで、共通する課題を改めて認識する有意義な機会と

なった。 
＜ブロック会議＞ 
北・南北海道合同 11 月 28 日（木）15:30- 
東北 11 月 6 日（水）15：00-17：00 
北関東 12 月 23 日（月）17:00-18:00 
東京・南関東合同 12 月 15 日（日）10：00-12：00 
北陸 11 月 24 日（日）13：00-15：00 
東海 11 月 27 日（水）18：00-20：00 
近畿 11 月 10 日（日）13：00-15：00 
中国 10 月 11 日（金）15：00-17：00 
四国 11 月 1 日（金）16：00-17：30 
九州・沖縄  12 月 13 日(金)16： 00-18：00 
（中国ブロック会議での様子） 

 
 

3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進   

＜R4＞ 

各保険者（国民健康保険、各種被用者保険）にお

ける特定健診・各種検診における腎臓関連検査の実

施状況、検査結果に基づく保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態（実施状況，基準運用）、

現況の背景となる地域の実情について下記の通り

調査計画を立案した。 

【調査計画（案）】 

調査対象：都道府県の国保連合会、協会けんぽ都道

府県支部、岩手県、山形県、茨城県、東京都、大阪

https://ckd-research.jp/


9 
 

府、奈良県、島根県、長崎県での調査を想定。（日

本腎臓学会腎臓健診対策小委員会と連携） 

調査項目：1)特定健診での血清クレアチニン（eGFR）

測定の有無、2)尿蛋白または血清クレアチン（eGFR）

以外（尿中アルブミン定量等）の腎臓病関連の検査

の実施の有無、3)尿蛋白または血清クレアチン

（eGFR）に関するフィードバックの有無と内容（受

診勧奨、保健指導（口頭）、情報提供（印刷物など））、

4）フィードバックの基準（フィードバック文例集

に準拠、独自の基準）、5)受診勧奨にあたっての医

師会や医療機関等との連携（医療機関リストの作成

や、連携協定等）の有無、6）フィードバック対象者

の経年的なフォローアップの有無等とすることを

想定。 

＜R5＞ 

1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態調査 

それぞれの実情により悉皆的な実態把握が困難

な保険者が多く、調査が遅延した。 
2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリング

を活用した保健指導の推進 
生活習慣の経年的変化（行動変容）の評価が可能

な基本的な帳票が作成された（図 1, 2）。 

 
上記帳票を基盤に全県、人口の多い市町村などよ

り大きな集団で予備的に検討した結果、特定保健

指導実施群では非実施群と比して翌年の生活習

慣スコアの改善率ならびに特定健診継続受診率

が高い傾向を認めた。また基準年のスコアが低い

群（0-2 点）に比してスコアが高い群（３点以上）

で高血圧、糖尿病、CKD（蛋白尿）の新規発症の

オッズ比が低い傾向が観察された。但し個別の市

町村レベルではこの傾向にばらつきが見られた。 
＜R6＞ 

1)特定保健指導対象者における生活習慣スコア並

びに保健指導実施の有無と次年度生活習慣スコア、

健診受診率の検証 

特定健診を令和4年度と5年度連続して受診した者

の令和4年度の生活習慣スコアの変化と令和5年度

特定健診未受診者数を集計した。 

これを元に令和4年度受診者全体、特定保健指導対

象者のうち保健指導実施群および非実施群の生活

習慣スコアの変化と令和5年度特定健診未受診率を

集計した。その結果、生活習慣スコアは特定保健指

導実施群で22.49％と未実施群の16.42％に比し高

率に改善し、次年度特定健診未受診率は特定保健指

導実施群で16.55％と未実施群の30.70％と比し著

しく低減していた。 

2）生活習慣スコアと生活習慣病・CKDの新規発症の

関連の検証 

令和4年度の生活習慣スコアが低い群（0-2点）に対

し、生活習慣スコアの高い各群（3点，4点，5点）は

高血圧、糖尿病、CKD（蛋白尿）の新規発症のオッズ

比が有意に低かった。 

５つの健康習慣による生活習慣スコアリングを活

用した住民の行動変容と保健指導の効果検証を可

能とするよう作成された帳票を用い、県レベルで特

定健診受診者に対する保健指導効果を可視化し、生

活習慣スコアと高血圧、糖尿病およびCKD新規発症

の関連を検出した。本帳票を用いた解析と保健事業

の支援・評価への応用は有効な保健指導の推進に資

すると考えられた。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション） 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患

患者の成人医療への移行に関する実態把握のため

の調査研究」が行われ、208施設3138症例の回答が

得られた。その結果2014年時点では移行プログラム、

移行コーディネーターの病院内設置など体制面で

の整備が十分ではないこと、調査時点で25歳以上の

症例の43.3％が小児科で加療を継続されているこ

とが明らかとなった。今回改めて各施設の現状を調

査すること、2014年の研究結果と比較を行いながら

現在の「移行医療」の現状を明らかにするとともに、

転科を妨げる要因を検討することで、今後円滑な移

行医療を進めるための提言作成を目的として、研究

計画書および調査票の作成を行った。また対象施設、

対象患者を以下の通りとした。 

 

対象施設 

1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診

療科 

2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 
上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・

診療科を対象施設とする。（成人 61 施設、小児 54

施設予定） 
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対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで

の間に、小児科医・小児腎臓内科医が成人医

療施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患

者 

② 2022 年 12 月 31 日時点で、小児科医・小児腎

臓内科医がフォローしている 18 歳以上の小児

期発症慢性腎疾患患者 
 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間

に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿

器科医から紹介を受けて腎臓内科医がフォロー

している 18歳以上の小児期発症慢性腎疾患患

者 

② 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間

に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿

器科医からの紹介なくフォローしている 18 歳以

上の小児期発症慢性腎疾患患者 
 

調査票 

調査票は施設調査票と、個別の症例調査票とし

て小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2種類、成

人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象

患者に合わせて用いる。調査内容は 2014 年度研究

で使用した調査票を基本とし、移行を妨げる要因

を明らかにすることを目的に項目を追加して作成

した。 

 

調査手順 

倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎臓

学会評議員、日本小児腎臓病学会代議員が在籍す

る施設・診療科で、2014 年度調査に協力が得られ

た施設）に対して調査票を送付し、一定期間内に対

象施設から返送を頂く。データを記入した調査票

は、返信用レターパックにいれ、データセンターへ

郵送される。データセンターは受領した調査票を

データベース化し、集計を実施する。 

 

調査結果 

2023年5月29日に115施設に施設調査票・症例調

査票の送付を行い、施設調査票は合計58施設（回収

率50。4％）、症例調査票は68施設（回収率59。1％）

から回答が得られ、小児科・未転科群1153例、小児

科転科群646例、成人予定転科例246例、成人予定外

転科例33例の調査票を回収した。施設調査の移行

プログラムや移行コーディネーターを有する施設

は小児・成人いずれも依然として少なかった。未転

科理由として、患者・家族の希望、医師が転科を決

断できない割合が多かった。小児科から回収した

調査票を解析した結果、未転科群の方が転科群よ

り、他科受診の頻度、医療機器の使用頻度、常用薬

の使用、知的発達症の合併、進行したCKD症例の割

合が多かった。 

医学的要因に加えて、患者・家族の希望、医師側の

意識や体制の問題などが、移行が円滑に進まない

大きな原因となっている可能性が高いと考えられ

た。症例の疾患背景や合併症が、転科が円滑に進ま

ない一因であると考えられたが、依然として移行

プログラムや移行コーディネーターの病院内設置

の不足や情報提供のあり方など体制整備が十分で

はないことが明らかであり、より良い移行医療の

ために各施設の体制整備が大きな課題であると考

えられた。 

 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 

高齢腎不全患者の保存的腎臓療法について、周知

を各学会（日本腎臓学会総会、東部会：主催にてシ

ンポジウム企画）で図り、論文化も行った。台湾移

植患者のCKMガイドの監訳改訂版を作成し、関連学

会で配布予定。移植に関しては、腎移植内科研究会

を主催し、移植患者の診療水準の向上を図った。 

またR5年度には「全国腎移植者（待機者）の医療・

福祉ニーズに関する調査」とし、アンケートの結果

（約664名の移植者協議会会員が母数）が得られた。

回答率は146件（22％）であった。就労率は移植患

者で41％、67.8％が週5日勤務で、45.8％が年収300

万円以上であった。78.7％の移植患者は移植施設通

院には自身で通院していた。ただし、災害への備え

は、20.4％（透析患者は53.2％）は少なかった。 

移植患者の多くは正規雇用が少なく、障がい者枠の

利用も少ない。就労支援はハローワークや友人家族

の勧めで行われていた。また移植施設への通院時間

が負担になっていたものの、透析患者に比して、就

労自体は良好であった。ACPに関しては、移植後に

判断能力を失った場合の希望については95％の患

者が、「移植担当医から聞かれたことはない」とい

う回答だった。また移植患者の72％が、ACPを「相

談したことない」「考えたことはない」という結果

であり、維持透析患者の回答よりもACPへの関心は

少なかった。 

移植者調査返答の方々の年齢層が高く、就労形態

の解釈には注意を要す。ACPに関しては移植患者に

おいて、かつ医療者において、その関心は少なかっ

た。 
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(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化   
難治性腎障害に対する調査研究班で2020年に作

成され公開された４疾患（IgA腎症、多発性嚢胞腎、

ネフローゼ症候群、急速進行性腎炎）および移行医

療の診療ガイドラインの普及のため、PDFファイル、

およびダイジェスト版を（難病班、日本腎臓学会、

Minds）のホームページ上で、無料で公開した。そ

れぞれのガイドラインの使用状況をアンケートに

て調査した。また患者および家族に向けた療養ガイ

ドを作成した。概ねガイドラインの浸透は順調であ

り、2017年に行った調査と比較して遵守状況が向上

していることが分かった。 

IgA腎症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体

腎炎（全身性血管炎を含む）、多発性嚢胞腎、全身

性エリテマトーデスに伴うループス腎炎を対象と

して指定難病臨床調査個人票データを活用した診

断・重症度分類の検証および、クリニカルインジケ

ータ調査を行い、論文も報告した。「深層学習を応

用した難治性腎疾患の階層化に関する研究」に着手

し、論文を報告している。 

腎臓病総合レジストリ（J-KDR/J-RBR）では、登

録された腎臓病患者約４万例の追跡及び今後の追

加登録（腎生検施行例年間4,000例）を進め、IgA腎

症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、多

発性嚢胞腎、移行医療の5つのワーキンググループ

の個別研究を関連学会と連携して推進している。J

-RBRを用いた臨床データおよび病理組織学的診断

の疫学的解析を報告した。新J-RBRについては、腎

病理組織のバーチャルスライド登録が可能となっ

ている。 

また、予後調査等の縦断研究も可能となった全国

規模の包括的CKD臨床効果情報データベース(J-CKD

-DB)を利用し、CKD診療ガイドラインを遵守した治

療とCKD患者の予後について検討した。 

CKD診療ガイドライン2018で推奨されている血清

K≦5.4mmol/L, 血清Na-Cl≧33mmol/L, RAS阻害薬

投与：あり, 血清Ca≧8.4mg/dL, 血清P<7.0mg/dL,

 LDL-Chol＜120mg/dL, Hb≧11g/dLの8項目の遵守

率と予後との関連を検討したところ、最も遵守状況

の高い群（8つの指標を満たしている）では、最も

低い群（0‐5つの指標を満たしている）と比較して、

イベントのリスクが有意に減少していた。日常臨床

においてCKDガイドラインを遵守することは腎アウ

トカムの改善と有意に関連していることが明らか

となった。（Nyma Z, et al. Sci Rep. 2024 May.

 20;14(1):11481.） 

 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 

日本の非糖尿病性慢性腎臓病（CKD）患者にお

ける尿アルブミン/クレアチニン比（UACR）検査

の医療経済的効果を明らかにするため、費用対効

果分析を実施した。日本の医療制度の視点から、生

涯にわたる医療費と治療効果（質調整生存年：

QALY、透析実施数、心血管イベント発生数）を推

計するマルコフコホートモデルを構築。対象は山

形・岩手両県の健康診断受診者データを基にした

日本の非糖尿病性 CKD 患者とし、UACR 検査、尿

蛋白/クレアチニン比（UPCR）検査、検査なしの 3
群を比較した。 

60 歳以上の非糖尿病日本人を対象に、尿アルブ

ミン・クレアチニン比（UACR）検査の費用対効果

を評価し、UACR 検査と推定糸球体濾過量（eGFR）

検査を併用することの健康経済的価値を世界で初

めて明らかにした。特に、UACR 検査は微量アル

ブミン尿（A2）の検出率が高く、腎障害の早期発見

と適切な治療介入につながる点が評価された。こ

れにより、慢性腎臓病（CKD）の進行を抑制し、透

析導入の回避や心血管疾患リスクの低減といった

健康上の利益が得られる可能性が示された。 
UACR 検査は非糖尿病性 CKD 患者の早期発見

と治療介入を促進し、医療費の増加を抑えながら

健康アウトカムを改善する非常に費用対効果の高

い方法であることが示された。特に高リスク患者

では支出削減と QALY 改善の両立が可能で、公的

医療保険制度での UACR 検査の適用拡大が強く望

まれる。 
 

4．人材育成 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：認定試験1

～8回合計の資格認定者の合計は、資格喪失者を除

き、2025年4月1日現在の資格保有者は2,635名（前

年比241名増）となった。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療養

指導士のためのCKD指導ガイドブック」を、人口比

で療養士の不足している地域の基幹施設（日本腎臓

学会教育認定施設、J-CKDI幹事施設）の指導者に配

布した。認定のための講習会は現地開催とオンディ

マンドの両方式で行い、利便性に配慮した。今後は、

地域からの受験機会の増加策として、地域における

CBT方式など認定試験の分散開催についても検討す

る。また、地域の実情に見合った支援が必要なこと

から、各都道府県の連携の会の設立と地域における

療養士活動の支援を強化することとした。J-CKDIで

作成中の地域マップに、療養士数の都道府県別年次

推移のデータを掲載し、地域の療養士数の把握が可

能となった。地域差是正のための周知活動とともに、

地域ごとに療養士の会の設立準備を進めた。 

  

 

３）厚労科研要班との連携：多職種連携の多施設共

同研究（全国の 24 施設、3015 名が参加）により、

多職種介入が CKDステージ G3～G5において腎機能

悪化を抑制することが明らかとなった（Abe M、 
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Kaname S、 Clin Exp Nephrol、 2023）。また、こ

の成果を含めた多職種連携のためのマニュアルを

作成した（「CKD ケアのための多職種連携マニュア

ル」pdf 版、 要 伸也監修、全 100 ページ）。この

成果を含めた多職種連携のためのマニュアルを作

成し（「CKD ケアのための多職種連携マニュアル」

pdf 版、 要 伸也監修、全 100 ページ）、これを厚

労科研要班ホームページにアップした。 

また当班の成果を中心とする CKD チーム医療

に対するエビデンスが評価され、2025 年 6 月より

新たな診療報酬「慢性腎臓病透析予防指導管理料」

が算定開始となる。今後は、本算定を全国に普及し、

評価を行ってゆく。 
 
４）チーム医療に資する若手医師の育成：腎臓専門

医試験・研修医のための腎臓セミナーを実施し、若

手医師の育成に携わった。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED、厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変

化が把握できる環境を整備する。 

2008年から2022年までに獲得したAMED、厚労科研、

科学技術振興基金(JST)について、日本腎臓学会の

会員に対してメーリングリストにてアンケートを

行った。 

これまでの獲得数はAMED51件、JST71件、厚労科

研72件であった。総獲得研究資金は93億4669万円、

AMED51億688万円、JST5億8146万円、厚労科研36億

5836万円であった。内訳は病態解明68件、CKD対策

24件、難治性疾患事業22件などであった。 

日本腎臓学会として多くの資金を獲得していた。

今後も公的資金を有効に活用し、最終的には、これ

ら研究により透析患者の減少、患者QOL向上がも

たらされることに期待したい。 

 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

KDIGO で推奨されている CKD、糖尿病合併

CKD 治療薬である RA 系阻害薬、SGLT2 阻害薬、

ミネラロコルチコイド受容体拮抗薬(MRA)、GLP1
受容体作動薬の使用状況を各国（特にアジア・オセ

アニア）にアンケートを行い、これら薬剤の使用可

否に国際間で差があるか否かついて検討を行なっ

た。我が国においては 4 薬剤使用に障壁はないも

のの、フィリピンやインドネシアでは RA 系阻害薬

以外の使用に関しては、保険の問題もあり使用が

困難な状況であった。ベトナムでは SGLT2 阻害薬

は使用可能であるものの、MRA や GLP-1 受容体

拮抗薬の投与にはハードルがあった。KDIGO が推

奨している治療薬の使用内容と現実的な CKD 治

療内容には、各国でかなり隔たりがあることが明

らかとなった。今後はその内容の分析を進める。 
また国際腎臓学会の  Global Kidney Health 

Atlas (GKHA) に基づく解析では、世界的にみると 

CKD の有病率は 9.5% であったが、日本は台湾

とともに有病率が高かった。ほとんどの国では血

液透析が主要な腎代替療法となっていたが、腎不

全の患者の半数以上に腎代替療法が可能な国は

74%であった。また、保存的腎臓療法 CKM はヨ

ーロッパでは 95%、北米とカリブ諸国では 83%の

国で一般的に行われているのに対し、北東アジア

では半数でしか行われていなかった。  
 

(3) 疫学調査 

1) CKD患者数の実態調査 

2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、

各地のコホート研究データが用いられている。本

調査においても、上記データを用いて、年次的な

推移などを調査することも検討したが、地域に偏

りがあることや、会社の健診データを使用するこ

とは個人情報保護の観点から利用が難しいこと

もあり、NDBデータを用いた解析を行うこととし

た。NDBデータを用いた解析では全患者データに

よる解析と部分抽出データによる解析を並行し

て行うこととした。 

 また、全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自

治体国保データでのCKD有病割合推定アルゴリズ

ムを設計した。65歳以上の高齢者については、De

SCデータを分析し、自治体国保に所属する65歳～

90歳高齢者298万人を対象とした。年齢、性別、

本人・被扶養者、過去健診受診状況で重み計算を

行い、各年齢別にCKDの割合を求めた。65歳から6

9歳、70歳から74歳、75歳から79歳、80歳から84

歳、85歳から89歳におけるCKDの割合はそれぞれ 

9.6%, 13.43%, 25.47%, 36.21%, 49.41%であっ

た。本研究では90歳以上のCKDの割合は測定して

いない。2025年1月の人口推計概算値はそれぞれ

の年代で、724万人、805万人、803万人、612万人、

396万人となり、CKD患者数はそれぞれ69.5万人、

108.1万人、204,5万人、221.6万人、195.2万人と

なる。90歳以上の高齢者におけるCKD患者の割合

を50%とすると、65歳以上の高齢者のCKD患者数は

940万人と推定される。 

30歳から64歳については、全国協会けんぽデータ

を分析した。年齢、性別、本人・被扶養者、過去

健診受診状況、保険料率で重み計算を行った。CK

D患者の割合は17.08%であり、2025年1月の人口推

計概算値は20歳以上64歳以下が6815万人であり、

20歳から64歳におけるCKD患者数は1164万人と推

定される。以上からわが国におけるCKD患者数は

2104万人と推定される。なお、重みづけの計算に

よって推定値が変わる可能性があり、現在の推定

値は最終的なものではない。これらの推計からわ
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が国のCKD患者数は2000万人以上も存在する可能

性があり、今後、NDBデータなどのさらなる解析

が必要となる。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

上記のNDBデータを用いた解析では糖尿病や高血

圧など生活習慣病に関連するデータも抽出し、C

KD患者数に影響を与える因子を解明することと

した。 

また、大阪府において、糖尿病、高血圧、脂質異

常症、腎不全の入院外医療費、脳血管疾患、心疾

患の入院医療費、および平均寿命の調査を行った

ところ、図のように地域の差が認められた。 

 

6．情報発信、広報 
メディカルクオール社に委託し、研究班の合同H

Pを立ち上げた。全都道府県のCKD対策の取り組みは
各県代表者より提出された。年齢・性別別の新規透
析導入患者数は日本透析医学会の年末統計調査よ
り作成した。腎臓専門医数・腎臓病療養指導士数は
日本腎臓学会・日本腎臓病協会よりデータの供与を
受けた。 
HP は 2023/02/27 に公開された(https://ckd-

research.jp/)。１）普及、啓発、２）診療連携体

制構築、３）診療水準の向上、４）人材育成、５）

研究開発・国際比較の 5 本柱に加え、47 都道府県

ごとに現在の CKD対策の取り組み、腎臓専門医数・

腎臓病療養指導士数・透析導入患者数を視覚的に

記載し、成果を「見える化」した。また、CKD啓発

動画や、研究班で作成したリーフレット等も HP上

でダウンロード可能とした。 

 その後も、HP にリアルタイムに成果報告をアッ

プし、閲覧数をモニタリングした。さらなる閲覧数

増加のため、コンテンツの再構築などを続けた結

果、「CKD」のキーワードでの Google 検索数はト

ップ 3 に入り、閲覧数も増加していることが明ら

かとなった。 
 

 

 

 

 

 

 

 



14 
 

 
Ｄ．考察 
本研究は、「腎疾患対策検討会報告書」に基づき、
CKD対策の5本柱である「普及啓発」「地域における
医療提供体制の整備」「診療水準の向上」「人材育
成」「研究開発の推進」を、エビデンスに基づき全
国規模で社会実装するための包括的な取り組みで
あった。3年間を通じて、各地域におけるCKD対策の
現状を多角的に評価し、行政・医療機関・市民の三
者間の協働体制を基盤とする好事例の収集・分析・
横展開を通じて、CKD重症化予防の具体策を着実に
推進した。 
普及啓発においては、対象を「未病の住民」およ
び「リスクを有する住民」に明確化し、それぞれに
応じた資材を開発・配布するだけでなく、Web・メ
ディア等の活用により幅広い層への啓発が実現さ
れた。また、大規模データベースを活用したCKD診
療の準拠率とアウトカムの可視化は、標準治療の有
用性を科学的に裏付ける貴重な成果であり、臨床実
践への応用可能性を高めた。 
診療連携体制に関しては、全都道府県のCKD診療連
携の実態を可視化し、先進地域の好事例を他地域へ
と横展開することで、連携体制の全国的整備を推進
した点が特筆される。中でも、行政主導の意見交換
会や、CKDシール等の革新的な地域活動を通じて、
多職種連携や地域包括ケアの枠組みの中にCKD対策
を組み込む動きが顕著にみられた。 
さらに、健診データに基づく保健指導では、生活
習慣スコアに基づく行動変容評価手法を導入する
ことで、保健指導の成果指標を可視化する新たなモ
デルが構築された。これは、今後の保健事業の標準
化やPDCAサイクルの効率化に資するものである。 
診療水準の向上では、移行期医療、高齢者CKD、難
治性腎疾患、UAE測定の診療報酬化といった多岐に
わたるテーマに取り組んだ。特に、全国調査によっ
て小児から成人への医療移行に関する課題が具体
的に浮き彫りになり、今後の支援体制強化の指針と
なった点は、将来的な医療の継続性・質の担保にお
いて極めて重要な示唆を与えている。 
加えて、腎疾患対策に関する疫学データの収集、
国際比較、診療ガイドラインの遵守率調査などを通
じて、日本のCKD対策の現況と課題が明確化され、
科学的エビデンスに基づいた政策提言の基盤整備
がなされたことも、本研究の意義を高めている。 
 
Ｅ．結論 

腎疾患検討会報告書では、今後の CKD 対策の全体

目標が設定されている。1）CKD を早期に発見･診断

し、良質で適切な治療を早期から実施・継続すること

により、CKD 重症化予防を徹底する。2）同時に、CKD
患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOL の維

持向上を図る。2028 年までに、年間新規導入患者数

を  35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約

39000 人）。透析・移植患者の QOL の維持向上も企

図されているのが特徴である。 
本研究を通じて、わが国のCKD対策は、エビデン

スと政策の接続を図りながら、段階的に社会実装へ

と移行しつつあることが示された。特に、診療連携

体制の整備と普及啓発の領域においては、好事例の

共有とホームページ等による可視化が推進され、C
KD重症化予防を実現するための地域インフラの構

築が進展した。また、保健指導の科学的評価手法の

開発、難治性疾患・高齢者・移行期といった対象に

応じたきめ細やかな対応、多職種連携による人材育

成体制の整備など、本邦の腎疾患対策を多面的に支

えるモデルが形成されつつある。今後は、本研究で

得られた知見を基盤として、地域間格差の是正、好

事例の定着化、保健・医療・福祉の連携強化を一層

推進し、CKD患者のQOL向上と新規透析導入者の

減少という政策目標の達成を目指すことが求めら

れる。 
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